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豊中市納付推進センター業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

 

本委託業務は、市の債権に係る滞納者に対する初期督励及び債権管理の補助業務を内

容とし、受託事業者によってその履行方法や履行内容等に顕著な差異が現れることから、

プロポーザル方式により受託候補者を選定しようとするものです。事業者の能力・技術・

経験等を活かした未収債権の早期解消及び滞納の長期化防止につながる効果的・効率的

な企画提案を求めます。 

 

１ 委託業務概要 

（１）委託業務名 

豊中市納付推進センター業務 

（２）履行場所 

豊中市役所（豊中市中桜塚３丁目１番１号） 豊中市納付推進センター 

（３）業務内容 

仕様書のとおり 

（４）履行期間 

契約締結日から令和９年９月３０日まで 

ただし、契約締結日から令和６年９月３０日までを業務準備期間とし、令和６年１０

月 1日から令和９年９月３０日までを業務運営期間とします。 

（５）提案上限額等 

①提案上限額（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

市税業務 月額 2,187,700 円 

国保等業務 月額 1,867,900 円 

私債権等業務 月額 338,200 円 

合計 月額 4,393,800 円 

※市税業務、国保等業務、私債権等業務の各提案価格（見積書記載額）が各提案上限

額を一つでも超えると失格となります。 

②委託料等について 

委託料は、提案内容を踏まえ本市と協議のうえ契約により確定するため、提案価格

がそのまま契約金額になるものではありません。また、原則として、提案内容で契約

することになりますが、本市との協議により内容が変更される場合があります。 

 

２ 事務局 

事務局：財務部債権管理課 

所在地：〒561-8501 豊中市中桜塚３丁目１番１号 第一庁舎２階 

電 話：06-6858-2437 

E-mail：saikenkanri@city.toyonaka.osaka.jp 

 

mailto:saikanrikanri@city.toyonaka.osaka.jp
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３ 参加資格要件 

本案件に参加できる者は、企画提案の提出期日において、下記のすべての要件を満たす法

人とします。なお、共同企業体（ＪＶ)による参加はできません。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

（２）本市から豊中市入札参加停止基準（平成７年６月１日制定）に基づく入札参加停止措

置を受けていないこと。 

（３）本市から豊中市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成２４年２月１日制定）に

基づく入札参加除外措置を受けていないこと。 

（４）平成３１年４月１日以後に国又は地方公共団体において本業務委託と同様の業務（電

話での納付勧奨を主たる業務とするもの。）を元請けとして１年以上継続して履行した

実績を有すること。 

（５）ＩＳＭＳ認証、ＩＳＯ２７００１認証又はＪＩＳＱ２７００１認証のいずれかを受け

ていること。 

（６）プライバシーマーク認定又はＪＩＳＱ１５００１認証のいずれかを受けていること。 

（７）提案業務を行うにあたり、当該業務が法令等の規定により官公庁の免許、許可又は認

可を受けている必要がある場合には、当該免許、許可、認可を受けている者であること。 

（８）会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６

４条による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項（会社法の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０７条の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合を含む。）の規定による会社の整理の開始を命ぜられていない者である

こと。 

（９）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条に

よる廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始

の申立てをしていない者であること。 

（10）平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条第１項又は第２項の規定による再生

手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、

同法第３３条第１項の再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第１７４

条第１項の再生計画認可の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てを

しなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

（11）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更

生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる

更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和

２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０条第１項又は第２項の規定によ

る更生手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をしていな

い者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。ただし、会社更生法第

４１条第１項の更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の

決定を含む。）を受けた者については、その者に係る会社更生法第１９９条第１項の更

生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可の決定を含む。）
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があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生手続開始の

申立てをなされなかった者とみなす。 

 

４ 参加申込書及び企画提案書等の提出 

参加希望者は、別紙「豊中市納付推進センター業務委託に係る企画提案書等作成要領」を

精読のうえ、下記のとおり書類を提出してください。 

（１）参加申込書の提出 

①提出書類及び提出方法 

参加申込書（様式第１号）を事務局に電子メールにより送付してください。必ず、

送付した旨を事務局まで電話連絡してください。なお、原本は、企画提案書等に併せ

て提出してください。 

②参加申込書の提出後に辞退する場合は、速やかに事務局まで電話連絡するとともに、

参加辞退届（様式第９号）を提出してください。 

（２）企画提案書等の提出 

①提出書類 

様式第１号 参加申込書 

様式第２号 企画提案書等提出届 

様式第３号 事業者概要説明書 

様式第４号 電話勧奨業務等履行実績 

様式第５号 配置予定管理責任者の業務経歴調書 

様式第６号 入札参加停止措置等状況調書 

様式第７号 プレゼンテーション審査出席者報告書 

企画提案書（任意様式） 

見積書及び見積内訳書（任意様式） 

②提出部数 

書面 １２部（正本１部、副本１１部） 

電子媒体（CD-R 又は DVD-R） １部 

③提出方法 

事務局へ持参又は書留郵送 

※郵送の場合、期限日必着。必ず、送付した旨を事務局まで電話連絡してください。 

（３）提出書類の取扱い等 

①提出書類は返却しません。 

②企画提案書等の分割提出は認めません。 

③企画提案書等は、受付後、いかなる理由があろうとも追加及び修正を認めません。 

④企画提案書等の不足又は提出期限内未到着の場合、本案件への応募を無効とします。 

⑤企画提案書等の作成及び提出に係る費用は、提案者の負担とします。 

⑥企画提案書の著作権は、審査結果が確定するまでの間は提案者に帰属します。 

⑦提出書類は、受託候補者選定にのみ利用し、他の目的には使用しません。 

⑧提出書類は、豊中市情報公開条例（平成１３年豊中市条例第２８号）に定めるところ



4 

 

により公開される場合があります。 

 

５ 質問の受付・回答 

（１）質問の受付 

質問書（様式第８号）を事務局に電子メールにより送付してください。必ず、送付し

た旨を事務局まで電話連絡してください。 

（２）質問に対する回答 

市ホームページに掲示することにより回答します。 

 

６ 審査方法、評価基準・評価配点等 

（１）審査方法 

①審査は、職員で構成する「豊中市納付推進センター業務受託候補者選定委員会（以下

「選定委員会」という。）の委員（以下「選定委員」という。）による合議で行います。 

②審査は、別紙「評価基準・評価配点」に基づき、企画提案書等の内容を審査する書類

審査とプレゼンテーション及び質疑応答の内容を審査するプレゼンテーション審査

を行います。 

③応募者が４者以上の場合、１次審査を実施し、書類審査による評価合計点が高い上位

３者程度を選定し、１次審査通過とします。なお、応募者が４者未満の場合、１次審

査は省略し、すべての応募者を１次審査通過とします。 

④２次審査では、１次審査通過者を対象として、書類審査及びプレゼンテーション審査

を実施し、両審査を踏まえて総合的に評価します。 

⑤２次審査の結果、評価合計点が最も高い提案者を受託候補者に、評価合計点が次に高

い提案者を次点受託候補者にそれぞれ選定します。ただし、評価合計点が同点の提案

者が複数いる場合は、選定委員の合議によって順位を決定し、受託候補者又は次点受

託候補者を選定します。 

⑥次のいずれかに該当する場合は、選外とします。 

ア）評価合計点（１００点満点）が５０点未満の場合 

イ）評価区分「企画等」の合計点（７５点満点）が３８点未満の場合 

ウ）評価区分「企画等」のいずれかの評価項目に０点がある場合 

⑦選定委員会の会議は非公開とし、審査に係る質問や異議は一切受け付けません。 

（２）１次審査 

１次審査の結果は、全提案者（辞退者を除く。）に電子メールにより通知します。 

（３）２次審査 

①プレゼンテーション審査の日時及び会場等の詳細は、１次審査後に連絡します。 

②プレゼンテーション審査：４０分（プレゼンテーション２５分、質疑応答１５分） 

③プレゼンテーションは、企画提案書に基づき実施してください。資料の追加提出は、

本市が求める場合を除き不可とします。 

④出席者は、プレゼンテーションを行う者を含めて４人以内、かつ、全員が提案者の直

接雇用する従業員（グループ会社は認めない。）でなければなりません。また、本委
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託業務において執務室に常駐する配置予定管理責任者は、必ず出席してください。 

⑤パソコン、プロジェクター等ＯＡ機器を使用する場合、機材等（延長コード等を含む。）

は提案者で用意してください。本市は電源のみ用意します。 

（４）審査結果の通知及び公表 

①審査結果の通知 

審査結果は、２次審査に参加した全ての提案者に書面で通知します。審査結果に

関する問い合わせには応じません。なお、提案者からの審査結果に関する情報の開

示については、提案者の自己情報についてのみ対象となります。 

②審査結果の公表 

審査結果の通知後、市ホームページにおいて審査結果の公表を行ないます。公表

する内容は、次のとおりです。 

ア）受託候補者（事業者名、所在地、代表者、提案価格、評価合計点） 

イ）選定理由 

ウ）応募者（事業者名） 

エ）採点結果 

オ）選定委員会の構成 

※応募が２者の場合、エ）は公表しません。 

※ウ)とエ)の対応関係は明らかにしません。 

 

７ 失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

①本案件期間中に、「３ 参加資格要件」に抵触するに至ったとき 

②提出書類が提出期限までに提出場所に提出されないとき 

③プレゼンテーション審査を欠席したとき 

④一事業者で複数の提案をしたとき 

⑤提案価格が提案上限額を超える提案を行ったとき 

⑥提出書類に虚偽の記載をしたとき 

⑦他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行ったとき 

⑧他の提案者に対して応募提案の内容を意図的に開示したとき 

⑨提案に関して談合等の不正行為があったとき 

⑩正常な提案の執行を妨げる等の行為があったとき 

⑪選定委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めたとき 

⑫本実施要領の内容に違反したとき 

⑬その他審査結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為行ったと選定委員会が認め

たとき 

 

８ 契約の締結 

①本市は、受託候補者と仕様及び価格等について協議した後に、本市の内部手続きを経

て、本業務を委託する相手方として決定します。受託候補者の審査結果の通知をもっ
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て契約の締結を約束するものではありません。 

②受託候補者と協議が調わない場合、本市は、次点の提案者と協議を行います。 

③契約内容（契約金額及び仕様等）は、提案内容をもとに詳細を協議のうえ決定しま

す。協議の結果、契約内容は、採択された提案から変更が生じることがあります。 

④契約の締結に際し、万一、提出書類の記載内容に虚偽の内容があった場合、又は提案

内容に実現できない内容が含まれていた場合は、契約を締結しないことがあるほか、

本市が被った損害について、損害賠償を求めることがあります。 

⑤受注者は、原則として契約保証金（契約金額の１００分の５に相当する額以上）を本

市に納めていただきます。ただし、豊中市財務規則（昭和４６年豊中市規則第１３

号）第１１０条の規定に該当し、契約保証金の納付を免除すると本市が決定した場合

は、納付不要です。 

⑥本市の入札参加資格登録業者でない場合、契約締結前に豊中市財務規則第９０条の４

第１項に規定する書類を提出し、入札参加資格の認定を受ける必要があります。 

 

９ その他 

①選定委員の氏名、提案者名簿等の内容についての質問は一切受け付けません。 

②審査結果後に本実施要領及び仕様書の内容等に関して、不明または錯誤等を理由に異

議を申し立てることはできません。 

③提出書類の作成及びその他の手続きに使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通

貨に限るものとします。 

④提案者に対する参加報酬はありません。また、提出書類の作成等参加に要する一切の経

費は、提案者の負担とします。 

⑤業務準備期間に要する経費は、受託者の負担となります。 

⑥本案件に係る情報公開請求があった場合には、豊中市情報公開条例に定めるところに

より公開される場合があります。 

⑦本業務委託は、「豊中市外部活力導入モニタリングおよび評価の指針」に基づき、モニ

タリング及び評価を行います。また、その結果を市ホームページに公表します。 

 

１０ スケジュール 

項 目 日 程 

実施要領等の公表 令和 6年 4月 12 日（金） 

参加申込書の提出 令和 6年 4月 24 日（水）まで 

質問の受付 令和 6年 4月 24 日（水）まで 

質問に対する回答 令和 6年 5月 15 日（水） 

企画提案書等の提出 令和 6年 5月 29 日（水）午後 5時まで 

１次審査結果の通知 令和 6年 6月 20 日（木） 
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２次審査 令和 6年 7月 2日（火）予定 

２次審査結果の通知 令和 6年 7月中旬 

契約の締結 令和 6年 8月中旬 

※１次審査結果の通知は、応募者が４者以上あった場合のみです。 


